
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

関ケ原町商工会（法人番号 1200005004264） 

関ケ原町（地方公共団体コード 213624） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目標 

目標①：事業計画策定支援を通じてビジネスモデルの変革を支援する 

 経営分析・需要動向調査により事業者の強みを活かしたビジネスモデルへの

見直しや革新を支援し、実行可能性の高い事業計画策定をサポートする。 

目標②：需要開拓支援を通じて新規顧客の獲得を支援する 

 事業計画策定後の需要開拓支援を通じて、新規顧客の獲得と売上・利益の増加

を支援することにより小規模事業者の持続的経営を促す。 

目標③：創業・事業承継を通じた新たな事業の創出と雇用の維持を支援する 

 創業者や後継者の新たな取組を支援し、地域経済が賑わうような新たな事業

を創出するとともに、事業所数の維持を図り地域雇用を守る。 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

１．地域の経済動向調査に関すること 

関係機関による経済動向調査と管内景気動向調査から得た経済動向に関する

情報をレポートにまとめ管内事業者に広く情報提供・周知する。 

２．需要動向調査に関すること 

個々の事業者の商品に関連する一般的な需要やトレンドの調査、個々の商品

自体の直接的な需要を調査し、調査結果を取りまとめ事業者に提供する。 

３．経営状況の分析に関すること 

財務分析・ＳＷＯＴ分析を通じて経営分析を実施し事業者の強みを把握する。

また分析結果をもとに、事業上の問題点と今後の課題を事業者と共有する。 

４．事業計画策定支援に関すること 

課題解決方法とアクションプランについて事業者と検討または提案を行い、

目的に応じて事業計画・事業承継計画・創業計画の策定を支援する。 

５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

策定した事業計画に基づき、ＰＤＣＡの進捗管理及びアクションプランの実

行を支援し、着実な計画遂行を後押しする。 

６．新たな需要開拓に寄与する事業に関すること 

事業者の事業領域に応じた展示会や商談会・ＥＣサイト構築などの販路開拓

手法を提案・サポートすることで事業者の新規顧客獲得を支援する。 

連絡先 

関ケ原町商工会 

（住所）〒503-1501 岐阜県不破郡関ケ原町大字関ケ原 2682-2 

（電話）0584-43-0270 （FAX）0584-43-1591 

 （MAIL）sekigahara@ml.gifushoko.or.jp 

関ケ原町 地域振興課  

（住所）〒503-1592 岐阜県不破郡関ケ原町大字関ケ原 894-58 

 （電話）0584-43-1112 （FAX）0584-43-2120 

 （MAIL）chiikishinko@town.sekigahara.gifu.jp 

 



 

 

（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１目標 

⑴地域の現状及び課題 

①現状 

ⅰ）位置・地勢 

岐阜県の西端に位置し、北は伊吹山を主峰とする伊吹山地、

南は鈴鹿山脈に囲まれている。平野部でも海抜 100m～200mの

高低差があり、変化の多い地形が特徴で、東西 8.1km、南北

12.5kmの町である。町土の約 80％を山林が占め、豊かな緑と

史跡に恵まれている。 

古来より交通の要衝として位置づけられており、三関の一つ

「不破関」があった。「関東」「関西」という呼び名も関ケ原を

境としていると言われている。日本史における天下分け目の戦

いが２度（壬申の乱・関ケ原の戦い）も行われた地としても有

名である。 

 

ⅱ）交通 

国道 21号が町の東西を貫いており、大垣市内までは車で 20分程度、岐阜市内までは 40分程

度となっている。町内には名神高速道路の関ケ原ＩＣもあり、名古屋圏、関西圏へのアクセス

も容易である。町の西側には北陸自動車道もあるため、北陸方面へのアクセスもしやすい立地

となっている。 

町内には東海道新幹線が通過しており、隣の滋賀県米原市には米原駅がある。また在来線は

東海道本線(在来線)の関ヶ原駅がある。こちらも名古屋、京都へのアクセスもしやすくなって

いる。 

 

ⅲ）人口 

2015年の国勢調査人口は 7,419人で県

内 42市町村のうち第 38位の人口規模で

ある。人口は前回の 2010年調査時に比較

して 677人減少し減少率は 8.3%と年々人

口減少が進んでいる。 

2015年の年齢３区分別の構成比は、0-

14歳が 749人で 10.1％、15-64歳が

3,988人で 53.8％、65歳以上が 2,682人

で 36.2％である。この人口構成比は 65

歳以上が県内で 7番目に多く、0-14歳は

県内で３番目に少ない状況となっており

典型的な少子高齢化といえる。 

人口減少の社会的要因である転入転出につい

ては 1997年以降転出超過が続いており、2020

年は転入 151人、転出 197人で 46人の転出超過となっている。また自然的要因である出生・死

亡については、1997 年以降出生数を死亡数が上回る状況が続いており、2019年は出生 23人、

死亡 102人と 79人の自然減少となっている。 

関ケ原町は令和３年に過疎地域の認定を受けており、更なる人口減少・財政力の低下が予想

される。 
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【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問 

題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

関ケ原町 



 

ⅳ）観光 

  古代より東西を結ぶ交通の要衝であった関ケ原

は戦国の世から太平の世へと移行する契機となっ

た「関ケ原の戦い」の地として知名度が高い。町

内には数多くの史跡が点在し、歴史的な地域資源

が豊富な地域である。 

  そこで岐阜県と関ケ原町は、東海環状自動車道

の延線や関ケ原合戦 420周年などの節目を迎える

2020年に向けて、古戦場の再整備と観光誘客を図

るため、2015年に観光振興における今後の方向性

を定めた「関ケ原グランドデザイン」を策定し

た。 

  2020年 11月には「岐阜関ケ原古戦場記念館」がオープンし、関ケ原古戦場観光の拠点が整備

された。今後はターゲットとする「歴史ファン」「旅行ファン」「教育旅行」に関連する旅行客

の増加が期待される。これにより観光関連のマーケットは徐々に拡大する見込みであり、事業

者レベルにおいても観光客の集客に向けた取組が重要である。 

   

Ⅴ）産業 

（総生産額） 

  2018年における関ケ原町の総生産額は 336億円であり、県内 42市町村のうち 37位という低

い水準となっている。業種別の構成比を見ると製造業がもっとも多く 59.3%、次いで保健衛

生・社会事業が 5.5％、不動産業 7.7％、運輸・郵便業 4.4％、建設業 4.3％となっている。 

  2006年と比較すると製造業及び保険衛生・社会事業・運輸・郵便業の構成比が増加した一方

で、建設業・卸売小売業・その他の事業は減少している。 

 

 

 

 

 

 

【出典】 岐阜県観光統計課「平成 30 年度（2018 年度）岐阜県の市町村経済計算」 

岐阜関ケ原古戦場記念館 



（業種分布） 

  業種別の事業所数では製造業、卸小売業、建設業、宿泊飲食サービス業の順に多く、従業者

数は製造業の構成比が 50.2%と多い状況となっている。 

 
 

（事業所数） 

2009年に 382事業所あった事業所数は 2016年に

は 42事業所が減少し 340事業所、この７年間にお

ける減少率は 10.9%である。 

業種別の事業所構成比では、製造業が最も多く

21.4%、次いで卸・小売業 21.1%、建設業 14.4％、

宿泊・飲食サービス業 10.5%、生活関連サービス

業、娯楽業 7.0％となっている。 

 2009年から 2016年にかけての事業所数の増減に

ついては、製造業のみ増加しており 2.8%の増加率と

なっている。減少した業種では卸・小売業で 22.5％

の減少、建設業で 22.2％、宿泊・飲食サービス業で

7.6%の減少となっている。 

  

（従業者数） 

2009年に 3,472人であった従業者数は 2016年に

は 268人減少し 3,204 人となっている。従業者数

が最も多いのは製造業であり構成比は 50.2%であ

る。次に卸売・小売業が 10.9%、建設業 10.6%、宿

泊・飲食サービス業 8.0%、その他サービス業 3.5%

となっている。 

2009年から 2016 年にかけての減少率は、卸・小

売業でもっとも多く 20.3%、次いで建設業 14.3%、

製造業 9.1％、宿泊・飲食サービス業 0.7%となっ

ている。 
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【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、 
総務省・経済産業省「経済センサス－ 
活動調査」再編加工 

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、 
総務省・経済産業省「経済センサス－ 
活動調査」再編加工 



 

ⅵ）行政施策の目標と方針 【関ケ原町総合計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関ケ原町は総合的かつ計画的な運営を図るための「関ケ原町総合計画（2018年～2027年）」

を策定しており、基本計画は前期 2018年～2022年、後期 2023年～令 2027 年の２期に区分し

対象期間として定めている。 

この基本計画は、６つの基本目標から構成されており、経営発達支援計画と連動するのは基

本目標①の産業・雇用に関する部分である。 

このうち、2.商業、3.観光・交流、4.雇用・就労に該当する部分については次のような施策

が設定されている。 

 

○基本目標①に基づく施策の大綱 

産業 施策の大綱 

2.商工業 

商工会との連携のもと、経営革新や後継者の育成、空き店舗対策の強化

などを図ります。また、日常生活の利便性向上のため、商業施設の誘致を

図ります。さらに、既存企業への支援を図るとともに、新規企業の立地促

進を図ります。 

3.観光・交流 

町の魅力の向上と観光交流人口の増加に向け、県と連携のもと「関ケ原

古戦場グランドデザイン」に基づき、古戦場の再整備や観光拠点等の整備

にあわせて、飲食・物販・宿泊等観光産業の充実を図ります。また観光協

会と連携し、観光案内ガイドの育成や各種イベントの充実など、観光推進

体制の充実を図ります。さらに、広域観光・文化観光・インバウンド観光

等の受け入れ体制の充実、ＰＲ活動の強化など多面的な取り組みを推進し

ます。 

4.雇用・就労 

雇用情勢が厳しさを増す中、関係機関との連携のもと、雇用の場の確保

に向けた企業誘致を推進するとともに、情報提供や相談、地元事業所への

働きかけ等を通じ、若者の地域就職の促進、助成・高齢者・障がい者の雇

用促進に努めます。 

 

 

 
 

基本目標⑥ 
 

住民と行政
が協働する
まちづくり 

将来像：笑顔あふれ 活気みなぎる 古戦場のまち せきがはら 

 
 

基本目標① 
 
地域資源を
生かした活
力あるまち
づくり 

 
 

基本目標② 
 

健康で生涯
暮らせるま
ちづくり 

 
 

基本目標③ 
 

快適で利便
性のあるま
ちづくり 

 
 

基本目標④ 
 

安全・安心に
暮らせるま
ちづくり 

 
 

基本目標⑤ 
 

心豊かな人
を育てるま
ちづくり 

基本目標① 施策項目 

1.農林業 2.商工業 

3.観光・交流 4.雇用・就労 

【産業】 

 

【保健/医療/福祉】 【都市基盤】 
【安全/安心 

  /生活環境】 【教育】 
【まちづくり/ 

協働/行財政】 



○総合計画の「主要施策」における商工会に関連する内容（抜粋） 

産業 主要施策 

商工業 

（１）時代変化に即した商工業活動の促進 

①商工会との連携のもと、経営指導の強化を図り、経営革新や後継者の育成、

地域に密着した商品・サービスの提供などの促進を図ります。 

（２）商業環境の利便性向上 

②空き店舗対策の強化を図ります。 

（３）地場産業の振興 

①事業者・団体のほか、特産品の開発支援やＰＲ活動の支援、販路拡大に向

けた取り組みなど地場産業の振興を図ります。 

（４）新規企業の立地促進・支援 

②意欲ある起業家や経営革新に挑戦する企業等を支援する環境づくりを推

進します。 

観光・交流 

（１）関ケ原古戦場グランドデザインに基づく施策の展開 

②岐阜関ケ原古戦場記念館の整備にあわせ、飲食・物販・宿泊など観光関連

産業の充実を図ります。 

（２）観光推進体制の充実 

④観光消費の拡大に向け、観光客へのサービス提供を行う民間企業等の参画

を促進します。 

雇用・就労 

（１）雇用の場の確保と雇用の促進 

③広域連携のもと、Ｕターン・Ｉターン支援事業をはじめ、創業支援事業

を積極的に行います。 

 

 

②課題 

ⅰ）製造業 

（現状） 

 関ケ原町は総生産構成比で「製造業」の割合が最も高く、全体の 59.3％を占めている。この

要因として当町には下記の事業者が所有する大規模工場が立地しているためである。これらは

関ケ原に本社を置く中小企業２社に加え、企業誘致により当地へ進出した大企業が所有してい

る。 
 

事業所名 業務内容 会社概要 

㈱関ケ原製作所 

（本社：関ヶ原町） 

油圧機器、分岐製品、舶用製品、大型

製品（トンネル掘削機） 

資本金：2億 4,700万円 

社員数：387名 

関ケ原石材㈱ 

（本社：関ヶ原町） 

天然石の加工・施工 

（総合石材メーカー） 

資本金：9,600万円 

社員数：380名 

ＴＨＫ㈱岐阜工場 

（本社：東京都品川区） 

機械要素部品の 

開発・製造・販売ほか 

資本金：346億円 

社員数：3,957名 
 
 関ケ原町の製造業における事業所規模は、上記のような 300 名を超える大規模事業所と従業

員数 20名以下の小規模事業所の二極化となっている。 

 なお管内の小規模事業所は上記大規模事業所との取引関係にある事業所は少ない。また地場

産業と呼ばれるような構成比が大きい特定業種は存在しておらず、金属製品製造業・木材木製

品製造業・繊維工業・食料品製造業など様々な製造業が立地している。 

 

（課題） 

   支援対象となる小規模事業者は約 60社であり、その中でも従業員 10名以下の事業所数が



8割を占めている。業種が多岐にわたり組織形態も様々であるため、面的支援よりも個別支

援に重点を置き、事業所の規模・製品・市場にあった支援が必要となる。 

   製造業のＤＸに対しては、ロボット化やオートメーション化などの高度なものよりも、ま

ずは足元の生産効率を高めるためのデジタル化・ＩＴ化が必要である。例えば「生産状況を

見える化することで生産管理を適正に行う」「カンコツに依存した職人技能をデータ化するこ

とで品質管理を適正化する」など、限られた人材でもデジタル技術・ＩＴ技術を活用するこ

とで生産効率を高めることが必要である。 

   また小規模製造業においては、主要１社との下請け関係にある事業者が多く存在しており

取引条件に悩む事業者もある。そのような事業所に対しては自社の強みを活かせる市場を見

つけ、必要な設備投資や人材確保を後押しすることでリスク分散に向けた取引開拓をめざし

ていくことが課題である。 

 

ⅱ）卸売・小売業 

（現状） 

卸・小売業は 72 事業所が存在し、その内従業員数 5名以下の小規模事業所は 76.3%を占め

る 53事業所である。関ケ原町の人口減少の影響を大きく受けているのがこの卸・小売業であ

り、2009年から 2016 年の 7年間で 22.5%の事業所が減少した。また大型スーパーが町内に存

在しないことから、隣接する垂井町の大型スーパー２店舗周辺に消費が流出しており、食品

以外の衣料・生活用品等の購入も町外で行うケースが増えている。またその他の小売業にお

いてもネットショッピングが主流化したことで、消費が流出し同様に厳しい状況にある。 

 

 （課題） 

卸売・小売業が存続を図るためには、商品の差別化とアフターサービスの充実による地域

外需要の獲得が重要と考えられる。大型の商業施設や通販にはない強みを打ち出しながら、

人口減少により消費力が落ち込む町内マーケットだけではなく、町外からも集客することが

求められる。 

そのためにはビジネスモデルの転換に向けた事業計画の策定、継続的な販売促進活動の実

施、新たな販売チャネルの獲得に向けた支援が必要となる。販売チャネルの獲得に向けて

は、ＥＣサイトによる販売、広域的な情報発信に向けてはＳＮＳを活用するなど、特に若い

経営者層に対してはＤＸに対する取り組みを展開することが課題である。 

 

ⅱ）宿泊・飲食サービス業 

（現状） 

宿泊・飲食サービス業は 36事業所存在し、そのうち 72.2%を占める 26事業所が小規模事

業者である。宿泊業はそのうち 3事業所が存在するが客室数の少ない家族経営の宿泊施設で

ある。飲食サービス業においても家族経営の飲食店が殆んどである。しかし飲食業は 2009年

から 2016年の 7年間の減少率が 0％と唯一事業所数を維持している業種であり、どの飲食店

も常連の固定客比率が高いなど、安定的に地域内消費を獲得している傾向にある。また新規

創業の割合が大きいことも事業所数の維持に影響している。 

 

 （課題） 

    現在関ケ原グランドデザインに基づく観光施策が行われており、古戦場の再整備や岐阜関

ケ原古戦場記念館のオープンに伴い、今後中長期で観光客の増加が見込まれる。そこで飲食

業においては、人口減少や少子高齢化により地域内の常連固定客が減少傾向にある状況を打

開するため、今後は観光客の集客により地域外消費を如何に獲得できるかが課題となってい

る。 

    そこで今後は観光客向けの新メニュー開発、ＷＥＢ集客ツールやＳＮＳの活用を通じた販

路開拓を行うなど、事業所個々の集客に対する工夫が求められる。 



    宿泊業においては、今後国内観光客だけをターゲットとするのではなく、古戦場観光の観

点からもインバウンド客への対応が求められている。また地域内の観光消費を高めるために

は宿泊施設の確保が重要であり、関ケ原町も民間事業者による事業参入を求めている。そこ

で宿泊事業への既存事業者の多角化や、宿泊事業の新規創業を促進する必要がある。 

 

ⅱ）建設業 

（現状） 

    建設業は 49事業所存在し、1社を除く 48事業所が小規模事業者である。建設業事業者数

の構成比は岐阜県平均よりも高く、建設業は製造業に次ぐ当地域の主要産業である。 

    更に特徴的であるのが、小規模事業者 48事業所のうち、54.1％を占める 26事業所が総合

工事業を占めるなど、職種別工事業よりも総合工事業の構成比が高いことが特徴である。 

    建設業の事業所数は 2009年から 2016年の間に 22.2%減少し、卸・小売業に次ぐ２番目の

減少率である。経営者自身の高齢化に加え、労働人口・地勢の観点から人材獲得が困難な状

況にあることで従業員も高齢化し、結果廃業に追い込まれるケースも存在する。 

 

（課題） 

   建設業では後継者がいる事業所が比較的多い傾向にある。そうした事業所には事業承継計

画に基づく円滑な事業承継を支援するとともに、建設業のＤＸに向けＩＣＴを取り入れた施

工や、管理を推進することで少ない人員でも生産性を高められるような仕組みの導入が必要

である。また公共工事への依存を見直す必要がある事業者には、民間工事への販路開拓とし

て町内および近隣市町村の大規模工場からの受注や、個人顧客からの受注を獲得することで

リスク分散を行う必要がある。 

 

 

小規模事業者に共通する課題 

 

(売上と利益の確保) 

人口減少による町内のマーケットの縮小や、顧客ニーズの多様化、人手不足などの問題に

対してビジネスモデルを見直すことで問題を克服し、売上・利益を確保することが小規模事

業者の共通課題である。これらの共通課題の解決に向けて、顧客ニーズの定量的な把握、事

業所の強みの磨き上げと強みを活かした販路開拓、そしてデジタル化・ＩＴ化を取り入れた

ＤＸによる生産性向上などに取り組む必要がある。 

 

（後継者の確保と円滑な事業承継） 

2017から 2020に実施した事業承継に関する調査結果によると、町内事業者のうち後継者

がいない事業所は 51.4％を占める。後継者が不在の事業所のうち、事業所固有の知的財産を

保有している等事業価値が高い、もしくは従業員を多く雇用する事業所については、第三者

承継の選択肢を検討する必要がある。 

また既に後継者がいる事業者については、早期に事業承継を実現し、後継者による新たな

事業展開を支援する必要がある。 

 

創業における現状と課題 

（現状） 

2014～2016年における関ケ原町の創業比率は 4.29％となっており、全国平均に比べ 0.75ポ

イント低い状況となっている。2012～2014年には 4.85%にまで一旦上昇したものの、直近では

低下傾向にある。 



直近３年の創業者は飲食業や理美容業・リラク

ゼーション業などのほか、ホームページ制作・映

像制作など、若手事業者によるＩＴ事業の創業、

観光ガイド業など幅広い創業例がある。 

しかし、いずれの創業者も従業員数０～２名程

度の創業者が多く事業規模も小さいため、創業後

に順調に収益を伸ばせず苦戦する創業者が存在す

る。 

 

（課題） 

事業者数の維持増加・雇用の創出という観点に

おいて創業者数の増加は非常に重要である。 

そして関ケ原町や金融機関と連携し、創業予

定者の情報を共有することで、創業者に必要な

支援が行き届く仕組みを整えることが課題であ

る。 

 

 

 

⑵小規模事業者に対する中長期的な支援のあり方 

①１０年程度の期間を見据えて 
 

支援方針 
人口減少時代を生き抜くビジネスモデルへの変革をサポートすることで、小規模

事業者の活気がみなぎる地域経済を目指す 

 
今後人口減少が進むことで「人口減少によるマーケットの縮小」「財政力低下による公共事業の

縮小」「労働力不足による人材確保難」が予想される。このような難局を経営資源が乏しい小規模

事業者が生き抜くためには、限られた経営資源の中から自社の強みを引き出し、ニッチな市場に

おいて独自の販路開拓を行っていく必要がある。 

そのために商工会は、人口減少時代を生き抜くビジネスモデルを事業者とともに悩み考え、そ

して事業計画書という形で事業者の考えを具現化することで、経営者と従業員、事業主と後継者

が同じ方向を向いて計画を遂行し、商工会と行政、金融機関などの支援機関が協力して支援を行

う体制を構築する必要がある。 

そして、活気みなぎる小規模事業者を１事業所でも増やすことで、地域経済に活力を与え、事

業を継ぎたい、創業したいという事業者を増やしていくことが、今後１０年の商工会のあるべき

姿である。 

 

②関ケ原町総合計画との連動制・整合性 

関ケ原町総合計画の基本目標①「地域資源を生かした活力あるまちづくり」の達成に向け、農

林業、商工業、観光・交流、雇用・就労のそれぞれに施策の大綱が設定されている。 

この「施策の大綱」には商業施設誘致、企業誘致、観光施設の整備、観光誘客等の面的支援に

関する方針のほか、経営革新や後継者の育成、既存企業への支援と新規企業の立地促進などの個

社支援に関する方針が示されている。 

また「主要施策」には、「商工会との連携のもと、経営指導の強化を図り、経営革新や後継者

の育成、地域に密着した商品・サービスの提供などの促進を図ります」との記載があり、商工会

の役割が示されている。加えて「意欲ある起業家や経営革新に挑戦する企業等を支援する環境づ

くりを推進します」「観光消費の拡大に向け、観光客へのサービス提供を行う民間企業等の参画

を促進します」「広域連携のもと、Ｕターン・Ｉターン支援事業をはじめ、創業支援事業を積極
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的に行います」等の記載があり、経営革新や創業・観光関連産業への民間企業参画を推進する方

向性が示されている。 

以上のことから、本計画に定める支援方針及び目標・目標達成の方針は、関ケ原町総合計画に

おける施策の大綱・主要施策に沿うものである。 

 

③商工会としての役割 

商工会が担うべき役割は事業者への個社支援である。関ケ原町総合計画の基本目標達成に向け

て、商工会は経営指導を通じて事業者の経営革新や後継者育成（事業承継）、創業を支援するこ

とで地域産業の活性化を目指す。 

また総合計画の「観光消費拡大に向けた民間企業等の参画」という施策に対しては、観光関連

産業への既存事業者の多角化や、創業者の育成を通じて「事業者支援」という観点から、地域内

の観光消費拡大にアプローチする。 

この商工会の役割を十分に果たすため、本計画において次の①～③の目標を設定し事業者支援

に取り組むこととする。 

 

 

   

⑶経営発達支援計画の目標 

 

目標①：事業計画策定支援を通じてビジネスモデルの変革を支援する 

 人口減少に伴うマーケットの縮小や労働力不足といった環境の変化に柔軟に対応できる

よう、既存のビジネスモデルからの変革をサポートする。 

 経営分析により自社の強みを明確に、需要調査により強みを活かせるターゲットを特定

することで、実現可能性が高いビジネスモデルの構築と事業計画策定を支援する。 

更に、策定した計画書を後継者・従業員・取引先・支援機関と共有することで、関係者

全体で一体感を高め小規模事業者の推進力とする。 

 

目標②：需要開拓支援を通じて新規顧客の獲得を支援する 

新たな需要の開拓に向けて、新市場開拓に必要な展示会・商談会・ＥＣサイト等の情報

提供と活用支援、既存市場の掘り起こしに必要な販促ツールの活用支援を通じて、事業者

に寄り添った継続的な支援を行うことで事業目標の達成を後押しする。 

需要開拓の実現により収益性の高い事業へ成長させることにより利益を蓄積し小規模事

業者の持続的経営を促す。 

 

目標③：創業・事業承継を通じた新たな事業の創出と雇用の維持を支援する 

 創業計画策定による円滑なスタートアップの促進、事業承継計画策定による早期事業承継

の実現と後継者による新事業の促進を通じて、地域経済が活発化する事業を創出する。また事

業承継における課題解決を行うことで、事業所数の維持を図り地域雇用の維持を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標達成方針 

 

⑴経営発達支援事業の実施期間 

（ 令和４年４月１日 ～ 令和９年３月３１日 ） 

 

⑵目標達成に向けた方針 

 

目標①：事業計画策定支援を通じてビジネスモデルの変革を支援する 

  策定する事業計画が真に事業者にとって有効な事業計画となるよう、次の支援フェーズで

段階的に支援を実施する。事業計画を策定するきっかけがどのようなものであっても、必ず

ビジネスモデルの変革に対する必要性を事業者に伝え、実行可能性が高い計画の策定を後押

しし、事業者に合った需要開拓の選択肢を提案しながら目標達成まで継続的な支援を行う。 

 

支援フェーズ 支援方法 

⑴ビジネスモデルの変革に対する事業者意識の醸成 

３-１ 地域経済動向調査 

３-２ 需要動向調査 

４ 経営分析 

⑵ビジネスモデルの構築と事業課題の整理 

 アクションプランの設定 
５ 事業計画策定支援 

⑶需要開拓の実現に向けたフォローアップ 
６ 事業計画実施支援 

７ 需要開拓支援 

 

目標②：需要開拓支援を通じて新規顧客の獲得を支援する 

  事業計画に基づく需要開拓を実現するため、事業の対象とする商圏やターゲット、目標と

する売上規模や生産能力に合わせた最適な販路開拓の手法を提案する。どの手法が事業者に

とって最善かを見極め、職員が様々な販路開拓手法に関する幅広い知識と経験をもって対応

することで、提案から実行までを着実にフォローし新たな売上創出を支援する。 

    

支援フェーズ 支援方法 

⑴需要開拓手法の選定支援 
展示会・商談会・ＥＣサイト・販促ツール等の販路開拓手

法の提案 

⑵需要開拓機会の情報提供 
展示会・商談会・物産展・ＥＣや販促セミナー等の情報収

集・情報提供 

⑶需要開拓手法の実行支援 
展示会出展未経験者、ＥＣサイト未経験者等への実行プ

ロセスの提示と、専門家活用によるフォローアップ支援 

 

目標③：創業・事業承継を通じた新たな事業の創出と雇用の維持を支援する 

  創業者に対しては、関ケ原町や金融機関と連携し、創業予定者・既創業者の情報収集を行

い、支援対象者の掘り起こしを行うとともに、創業計画策定と頻度の高いフォローアップを

通じて、創業後の円滑なスタートアップを支援する。 

  事業承継においては、事業承継アンケート調査に基づく支援先の掘り起こし、事業承継課

題の抽出と専門家活用による課題解決策の提示を実施する。これにより事業者の事業承継に

対する疑問や問題点を解消し、早期の事業承継を促すほか、事業承継計画をもとに目標承継

時期に向けた着実な準備と確実な事業承継を実現する。 

 



３．地域の経済動向調査に関すること 

⑴現状と課題 

（現状）  

地域の経済動向に関しては、岐阜県や労働局などの公的機関が発行する調査報告から、管内小

規模事業者の参考となるデータを抽出しレポートにまとめ、ホームページによる公開、郵送によ

る配布や巡回時において情報提供を行っている。レポートの内容は、景気 DI や有効求人倍率、

賃上げ動向、人口等の社会構造の変化、消費動向などが中心である。 

また業種別景況調査として、管内小規模事業者 15 事業者の景気動向に関する情報を収集・整

理・分析し結果を取りまとめている。  

（課題） 

地域経済動向調査は、商工会が地域経済や管内事業者の景気動向を正確に把握し、重点的に支

援する事業所を抽出する、そして的確な支援を行うために実施している。一方で公表するレポー

トは小規模事業者が読むことを想定し、かつ事業者の気づきとなる内容である必要がある。 

そのためには商工会が調査・収集した情報のままアウトプットするのではなく、小規模事業者

でも分かりやすく、かつ興味がわく内容にしなければならない。 

したがって、レポートの発行回数よりもコンテンツを重視し、かつ可能な限り対面で説明を交

えて内容について共有する機会を設けることが課題である。 

 

⑵目標 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

経済動向及び景気

動向レポートの公

表回数 

回 6 4 4 4 4 4 

    

⑶事業内容 

①関係機関データの抽出・集約による経済動向調査（継続） 

行政機関、民間調査会社から発表される経済動向に関する情報から、年６回管内の小規模事

業者に関連する情報を抽出・集約する。 

情報収集は以下に示す資料を活用するものとし、当商工会地域及び岐阜県西濃地域に関連す

る経済動向・消費動向・景気動向に関する情報を収集し、小規模事業者に対して的確な支援を

行うことを目的として活用する。 

        

 （情報源及び調査項目） 

情報源 調査項目 収集目的 

地 域 経 済 分 析 シ ス テ ム

（RESAS） 

付加価値額、労働生産性、

産業構造、従業員数 

全国や近隣地域との比較から

関ケ原町の傾向を分析 

岐阜県の中小企業動向調査

（日本政策金融公庫） 

岐阜県内中小企業の動向 関ケ原町の地域傾向と小規模

事業者が抱える課題の分析 

ぎふ経済レポート 

（岐阜県） 

住宅着工数、公共工事数、

個人消費、雇用の傾向 

岐阜県内小規模事業者と比較

し、関ケ原町主要業の傾向を分

析 

中小企業景況調査報告書 基調判断、業種ごとの DI 

値 

岐阜県内小規模事業者と比較

し、関ケ原町の傾向分析 

 

②管内景気動向調査（新規） 

管内の景気動向を把握するため、管内小規模事業所の中から調査対象事業者を選定し、調査

票をもとに直接ヒアリングを行う「管内景気動向調査」を実施する。管内小規模事業者の関心



が高いと思われる当地域に特化した景気動向調査結果を提供するため、1次データの収集分析

を行う事で情報収集・提供を実施する。 

管内景気動向調査概要 

調査対象 

管内小規模事業者 15社 

製造業・・・・3件  建設業・・・・4件 

卸・小売業・・4件  サービス業・・4件 

調査項目 
売上高、客単価、客数、資金繰り、仕入単価、在庫数量、採算（経常利

益）、従業員数、外部人材（請負・派遣）、業況、借入難度、借入金利 

調査手法 
調査対象企業を選定。経営指導員が企業を訪問し、面接、調査票を用い

た聞き取りにより情報を収集・分析し管内小規模事業者へ情報提供する。 

分析手法 
・景況感ＤＩ値を用いて中小企業景況調査報告書との比較分析 

・管内小規模事業者の実績と見通しの比較分析 

調査頻度 年 4回（4半期ごとに 1回実施） 

サンプル数 60件 

 

⑷調査結果の活用 

上記で実施した調査結果は、収集した情報をグラフや図表、注釈をいれながら管内小規模事業

者にわかりやすい形で、地域経済動向・景気動向調査レポートとしてとりまとめ広く周知する。 

そして調査結果は、当会のホームページに掲載することで広く情報発信するとともに、事業者

の希望に応じて郵送・メール・巡回配布を行うことで事業者の目に触れる機会を増やす。 

特に巡回時に対面で説明を交えて事業者に情報提供を行うことで、地域経済や消費の動向、景

気動向への関心を引き出し、結果自社の経営を見つめ直すきっかけを与える。 

 

 

 

４．需要動向調査に関すること 

⑴現状と課題 

（現状） 

需要動向調査は、主に企業・団体が独自に調査する顧客ニーズ等に関するアンケート結果や

業界のトレンドに関する情報を抽出・集約し事業計画策定段階で情報提供を行っている。また

調査件数は少ないものの、顧客の商品・サービスに対し個社単位のニーズに関するアンケート

調査を実施し、集計・分析を行った後レポートを作成し提供を行っている。  

（課題）  

企業・団体が公表する２次データの情報提供については、事業方針決定において有用性が高

く事業者の関心を得やすいことから情報提供数も多い。 

しかし個社の商品サービスに対する１次データの収集については支援企業数がまだ少ない。

今後事業者が既存事業の事業ドメインを見直したり、新製品・新サービスの開発を行う際に製

品コンセプトを設定したりする過程において、１次データを根拠とする方針決定を促す必要が

ある。 

 

⑵目標 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

２次データの収集・

抽出・提供 
事業所 15 20 20 20 20 20 

１次データの調査・

集計・分析・提供 
事業所 1 8 8 8 8 8 

 



⑶事業内容 

 ①２次データの収集・抽出・提供（継続） 

    行政・企業・団体が公表する調査結果を抽出・提供することで、事業者が提供する製品・商

品・サービスと共通する需要を把握し、方針決定を行う上で仮説を立てる根拠とする。 

    調査内容については、各種調査データを元にする定量調査、ニュースや競合他社の情報を基

にする定性調査の両面から調査を実施する。 

 （全業種対象の調査項目）    

種類 調査内容 目的 情報源 

定量

調査 

消費動向 商品開発・選定 内閣府消費動向調査 

売れ筋動向 商品開発・選定 日経 POSEYS 

ユーザー属性 ターゲット選定 
企業・団体等が行うアンケート

調査等の結果 

行動特性 
販売チャネル選定 

プロモーション選定 

企業・団体等が行うアンケート

調査等の結果 

定性

調査 

トレンド商品・

サービス 
商品開発・選定 

新聞・ＷＥＢニュース等のトレ

ンド紹介記事 

価格相場 価格設定・改定 

支援対象事業者と類似した商品

サービスの提供を行う競合他社

のホームページや・ＥＣサイト 

販売チャネル 

プロモーション 

販売チャネル選定 

プロモーション選定 

支援対象事業者と類似した商品

サービスの提供を行う競合他社

のホームページや・ＥＣサイト 

  

②１次データの調査・集計・分析・提供（継続・拡充） 

 ２次データにより設定した仮説検証のため既存顧客及び見込み客に対して１次データの収

集・分析を実施する。  

  

（業種別調査項目） 

 調査の目的・項目・場所は業種によって異なる。ＢtoＢ調査が必要な製造業・卸売業につい

ては展示会等の機会を利用した調査を実施する。またＢtoＣ調査が必要なその他の業種につい

ては、物産展や地域イベント、事業者の自店において調査を実施する。 

 展示会・商談会・地域イベント等不特定多数に対して定量調査が実施できる機会提供は必要

であると考えるがこれらの機会を活用できる事業所は限られるため、自社・自店における既存

顧客に対する調査を積極的に推進する。 

業種 調査場所 調査目的 調査項目 

製造業 

卸売業 

展示会 

商談会 

BtoB（取引先） 

取引開拓 

製品商品評価（機能性、デザイン、

価格）、取引条件（取引価格、納期・

ロット数・生産力） 

自社・自店 
BtoC（ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ） 

製品開発・改良 

製品商品評価（機能性、デザイン、

価格）、年齢、性別、感想、ニーズ等 

小売業 

飲食業 

物産展 

地域イベント 

自社・自店 

BtoC（ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ） 

商品開発・販売促

進 

商品評価（味、デザイン、価格）、年

齢、性別、感想、ニーズ等 

サービス業 
地域イベント 

自社・自店 

BtoC（ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ） 

サービス開発改

良・販売促進 

年齢、性別、住所、サービスの質、価

格適正、設備、雰囲気、感想、ニーズ

等 

 



（調査方法と支援内容） 

事業者毎の調査目的・調査規模によって最適な調査方法を選択する。各調査方法により商工会

として支援する内容を次の通りとする。 

調査種類 調査方法 商工会が行う支援の内容 

定量調査 

紙面調査 調査項目の設定、調査指導、集計、分析、レポート 

インターネット調査 調査サイトの紹介、調査項目の設定、分析、レポート 

アクセス解析 アクセス解析ソフトの導入、分析、レポート 

ＡＢＣ分析 POSレジ導入 or基礎データ集計、分析、レポート 

定性調査 
モニター調査 調査項目の設定、対象者の選定、結果の分析 

インタビュー調査 調査項目の設定、結果の分析 

 

⑷分析結果の活用 

   調査結果は２次データの抽出加工、１次データの収集・集計・分析を行った上で取りまとめを

行い事業者に提供することで、事業方針や事業ドメインの決定、商品開発や販売チャネル、プロ

モーション選定の検討材料として活用する。これにより、根拠に基づく事業計画及びアクション

プランの策定を行い、実現性の高い計画を目指す。 

  

 

 

５．経営状況の分析に関すること 

⑴現状と課題 

（現状）  

経営分析は定量面・定性面の両面から実施し、事業者に対して分析結果をフィードバックして

いる。まず３期分の収支推移分析を行うことで、業況をヒアリングするきっかけをつくり、次に

財務分析を行うことで、事業上の問題点に関する仮説を立て追加ヒアリングを実施している。財

務状況と追加ヒアリングの結果と同業他社との比較から、ＳＷＯＴ分析を実施し事業者の強み・

弱みを抽出している。 

しかし事業者の中には経営分析の重要性に対する認識が低い事業者が多く、分析結果を有効に

活用できないケースも存在する。経営分析結果を単に提示するだけでなく、十分な時間を確保し

詳しく結果のフィードバックを行っていくことが課題である。 

（課題） 

経営分析の重要性・有用性に対する事業者の理解を得ながら、分析結果をもとに事業者と問題

点を共有する時間を充実させる必要がある。そのために今後は、量より質、分析作業よりフィー

ドバックを重視した取り組み内容に改善を行う必要がある。 

 

⑵目標 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

経営分析の実施 事業所 18 20 20 20 20 20 

- 
⑶事業内容 

これまでどおり定量面・定性面の両側面から経営分析を実施する。そして分析結果をもとに事

業者と問題抽出・問題共有を行う時間を充実させることで、事業再構築に向けた意欲を高め事業

計画策定へとステップを進めることを目的とする。 

   そのためには分析作業は必要最小限・効率的に実施し、事業者へのフィードバックに重点を置

くこと、また分析結果の提供先を増やすことよりも、意識が変わる事業者を一人でも増やすこと

に注力し事業を実施する。 

 



①支援先の掘り起こし（継続） 

    事業者への巡回訪問時や窓口相談時に興味を示した事業者、また決算確定申告、融資申込、

補助金申請などのタイミングで、決算書を預った事業者に対して経営分析の必要性を説明し、

関心と意欲を高めることで支援対象者の掘り起こしを行う。 

（具体的な掘り起こし手法） 

・職員の巡回指導において、経営分析の重要性・有用性を伝える。 

日々の巡回時に自社の経営状態を把握する重要性を説明し、経営分析に興味関心を持つ事 

業所を掘り起こす。 

・記帳指導や決算指導に関連し、経営分析を勧める。 

記帳指導 、決算指導時にも経営分析の実施を勧めていく。特に、売上高や利益の減少が 

著しい事業所や経営状況に不安を感じている事業者に対して積極的に勧める。 

・融資斡旋、補助金申請時に経営分析を実施する。 

融資斡旋・ 補助金申請支援で設備投資や経営改善を図る事業所には、積極的に経営分析 

を推奨し、経営課題の発見や効果的な課題解決策等を導き出す。 

・地域経済動向調査レポートの配布時に経営分析を勧める。 

当商工会で作成した地域経済動向調査レポートを配布する際に、レポート内容と共に経営

分析についての必要性・重要性を説明し勧める。 

 

②経営分析の実施（継続・改善） 

掘り起こしを行った支援先事業者に対して経営分析を実施する。経営分析の項目としては財

務諸表を基に行う定量面と財務諸表以外で行う定性面を総合的に分析する。 

定量分析では、ローカルベンチマークの財務分析機能を活用し必要最小限の項目に対し効率

的に分析を実施する。更に追加分析の必要がある場合には、事業実態に応じて分析項目を選定

し分析を実施する。 

定性分析では定量分析とヒアリングによって導き出した事業実態を、外部環境（「機会」と

「脅威」）と内部環境（「強み」と「弱み」）の視点から SWOT分析を用いて実施する。さらにク

ロス SWOT分析により現状の問題点や課題を抽出し、事業者と共有する。 

対象者 
決算確定申告、融資申込、補助金申請などのタイミングで決算書を預かる事

業者、巡回・窓口相談対応時に掘り起こしを行った事業者 

分析項目 

定量分析 

２～３ヵ年の財務諸表から≪補足≫の定量分析の項目につい

て、【収益性】【効率性】【生産性】【安全性】【成長性】【健全性】

の６つの視点で分析を実施する。 

定性分析 

事業者に対し≪補足≫の定性分析に関する内容についてヒアリ

ングを実施し、職員の支援経験、同業他社との比較の中から SWOT

分析を実施する。分析結果は定量分析結果と併せてレポート形

式で提供する。 

分析手法 ローカルベンチマークの財務分析、SWOT分析を用いて実施。 

   

≪補足≫ 

 （定量分析【ローカルベンチマーク】） 

診断項目 ローカルベンチマーク項目 

収益性 売上高営業利益率 

効率性 営業運転資本回転期間 

生産性 労働生産性 

安全性 自己資本比率 

成長性 売上増加率 

健全性 EBITDA 有利子負債倍率 



（定性分析【SWOT分析】） 

調査項目 調査内容 

外部環境 
市場・需要動向 消費量・取引量と社会・政治・技術の影響 

取引・競争環境 顧客・仕入先・競合の変化 

内部環境 

人材・技術 経営者・後継者・従業員・技術・ノウハウの状況 

取り組み 
後継者・従業員育成、製品開発、商品ラインナップの

見直し、販路開拓・販売促進、生産性向上、IT活用 

保有設備 不動産（自己所有・賃貸）、生産設備の状況 

 

⑷分析結果の活用 

  ①分析結果のフィードバック 

    定量分析の結果は、ローカルベンチマークの財務分析シートを用いて分析後速やかにフィ

ードバックする。業界平均を基準とする評点が示されレーダーチャート化された財務分析シー

トを提示し説明することで、視覚的かつ平易なフィードバックを行う。 

    定性分析の結果については、定量分析結果と併せてレポートに取りまとめ、事業者に提供す

ることで事業所内での共有を促す。 

②事業課題の明確化と事業計画への意識醸成 

    分析結果から事業課題を明確化する。また事業課題の解決及び事業の再構築に向けて、事業

計画を策定する意義を伝え、事業計画策定に対する事業者の意識醸成を行う。 

 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

⑴現状と課題 

（現状） 

これまでの事業計画策定実績のうち、約７割は持続化補助金申請をきっかけとした支援事業者

である。自主的な事業計画策定を推進するため事業計画策定セミナーを開催するも意欲をもっ

て参加する事業者は少なく、大半はセミナー参加の協力を依頼した事業者であり、有益な計画策

定に繋がったとは言いにくい。問題点としては本来の事業計画策定の目的が事業者に理解さて

いない点である。  

 

（課題） 

今後も補助金申請をきっかけとする策定件数が過半数となる見込みではあるが、単に補助金申

請を目的とするのではなく、将来に向けて PDCA を回すことの必要性を伝え、そのための事業計

画策定であることの認識を定着させる必要がある。 

また補助金申請に限定せず、創業・事業承継・融資・設備投資・製品サービス開発をきっかけ

とし様々な認定制度のメリットと併用しながら、事業計画における意識醸成を図る必要がある。 

また事業計画における課題解決策を検討する段階では、ＤＸの視点からデジタル・ＩＴ活用の

活用の可能性も検討する必要がある。 

 

⑵支援に対する考え方 

      経済動向調査・需要動向調査・経営分析を通じ、事業者が事業計画の必要性を理解した上で計

画策定に進むことを重視する。また事業計画策定に対する「難しそう・面倒そう」というイメー

ジを払拭するため、できるだけ簡易的な事業計画フォーマットを使用し事業計画策定に対する

ハードルを下げることで策定事業者の裾野を広げる。事業者の意欲が高まったタイミングで随

時支援する必要があるため、セミナー開催よりも日々の支援の中における策定支援を重点に置

く。 



   またＤＸに対する意識醸成に向けてＤＸセミナー等の受講を推進するほか、ＩＴコーディネ

ーター等によるＩＴ化状況の診断を併せて実施し、小規模事業者の競争力の維持強化を目指す。 

 

⑶目標 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

事業計画策定 事業所 15 12 12 12 12 12 

事業承継計画策定 事業所 0 2 2 2 2 2 

創業計画策定 事業所 1 1 1 1 1 1 

DX に係る専門家派

遣支援 
事業所 3 4 4 4 4 4 

合計 事業所 16 15 15 15 15 15 

 

 ⑷事業内容 

①事業計画策定の意識付け（改善）   

経営状況の分析を行った小規模事業者に対して、分析結果から明らかになった課題を説明す

るとともに、その解決に向けた今後の事業の方向性を話し合い、将来に目を向けさせることで

事業計画の策定に繋げられるよう促す。補助金の申請希望者にも、申請に必要なヒアリングの

中で事業計画の必要性を説明し、短期単発な補助事業の実施に留まることなく、中長期的な計

画策定への意識を高めていく。 

 また、それぞれの説明の中では、計画策定の具体的な流れのフォーマットを示しながら説明

し、事業計画に対する意識的ハードルを和らげ、計画の策定意欲を喚起していく。 

 

②事業計画策定支援（継続） 

策定段階では課題解決策の考え方や具体的な取組みを提案し、効果的かつ実現可能性の

高いものとしていく。なお、持続的発展に向け、事業収益確保のための具体的な取組みを

含む計画となるよう支援していく。 

 

③データとデジタル技術の活用（改善） 

 上記①事業計画策定に関する意識づけ及び上記②事業計画策定支援の段階では、経営力

向上に大きく影響する DXの取組について働きかけていく。 

 意識付け段階では、DX 取組の重要性をしっかりと訴えるとともに、事業計画策定段階

では、IT ツールの導入や EC サイトの構築をはじめ DX の取組を課題解決のひとつの手段

としたアクションプラン立案を促していく。 

 また、より効果的な DX の取組となるよう必要に応じて IT に知見の深い専門家からの

指導を交え、確実な販路開拓へと繋げていく。 

 

【想定する DX支援】 
・小売業、飲食業：クラウド型のＰＯＳレジや会計ツール活用 

・製造業：クラウド型の生産管理・在庫管理・品質管理・販売管理システム活用 

・建設業：ＩＣＴ施工やＶＲ活用 

・全業種：ＳＮＳ・ＥＣサイト活用 

 

④事業計画のブラッシュアップ支援（継続） 

    経済動向調査、需要動向調査、経営分析に基づく調査結果をもとに、事業者と商工会が共同

で課題を抽出し課題解決策を立案する。課題解決策については課題の専門性に応じて他の支援



機関や専門家から情報・ノウハウを取得し事業者に提案を実施する。３～５年計画に落とし込

む段階では、事業所の業務状況・組織体制を考慮し無理のない実行可能性が高い計画とする。 

 

⑤事業承継計画策定支援（新規） 

    管内事業所では、経営者の高齢化による承継時期の遅れ、後継者の不在、承継先が未定とい

った問題が発生している。当会が管内事業所に対し実施した事業承継アンケートの回答結果で

は、後継者候補がいると回答した事業所のうち約 3割が「事業承継を考えているが具体的な取

組ができていない」と回答している。 

    これらの事業者に対して、まずは事業承継の決断の妨げとなる誤った認識や疑問を解消し

決断を促す。そして目標とする承継に向けた行動計画を立て、着実な準備と確実な事業承継を

促す必要があるため、本計画に事業承継計画の策定を位置づけ重点的に取り組む。 

 

⑥創業計画策定支援（継続） 

    創業前の相談先として、商工会の認知度は低い状況である。そこで関ケ原町、地域内金融機

関、「産業競争力強化法における市区町村による創業支援計画」における創業セミナー主催者

である大垣商工会議所から関ケ原町内の創業者に関する情報提供を受けることで、創業者への

アプローチ機会を増やす。その上で創業計画策定を支援し創業後の順調な経営を後押しする。 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること  

⑴現状と課題 

 （現状） 

事業計画を策定した事業者に対して四半期に１回の巡回訪問を行うことを目標としている。 

しかし事業者によってその頻度には差異があり、少ない事業者は年２回程度、多い事業者では

年２０回以上のフォローを行っているケースもある。 

差異が発生する理由としては、アクションプランの内容が事業者自身で実行できる内容なの

か、商工会等の支援機関のサポートが無ければ実行が難しい内容なのかによって支援頻度が異

なるためである。 

 （課題） 

アクションプランの内容と事業者の組織的な計画実行能力により、踏み込んだ支援が必要な事

業者と進捗管理に留める事業者を区分し、支援が必要な事業者に手厚い支援が届く仕組みが必

要である。 

 

 ⑵支援に対する考え方 

   ＰＤＣＡの進捗管理とアクションプランの実行支援を事業者に合った適切な頻度で実施し、

計画策定を行った全ての事業者が着実に成果を出せるようなバックアップ体制を整える。 

  また支援成果を定量的に把握することで、フォローアップの内容や頻度に対し定量的な評価

が行える仕組みを作る。 

 

⑶目標 

①事業計画策定事業者 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

対象事業所数 事業所 15 12 12 12 12 12 

延べ回数 回 57 48 48 48 48 48 

売上増加事業所数 事業所 - 4 4 4 4 4 

経常利益率 1%以上

増加の事業所数 
事業所 - 4 4 4 4 4 



フォローアップの頻度については、年間 5 回程度が全体事業所数の 50％、年間 3 回程度が

50％にて試算して回数を計上した。但し、事業所からの要望がある場合や経営指導員が必要と

判断した場合はそれ以上の支援を行う。 

 

②事業承継計画策定事業者 

    単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

対象事業所数 事業所 0 2 2 2 2 2 

実施頻度 回／年 - 3 3 3 3 3 

延べ回数 回 - 6 6 6 6 6 

    フォローアップの頻度については、過去の実績から 1事業所につき 3回程度が妥当である。 

 

  ③創業計画策定事業者 

      単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

対象事業所数 事業所 1 1 1 1 1 1 

実施頻度 回／年 2 4 4 4 4 4 

延べ回数 回 2 12 12 12 12 12 

    フォローアップの頻度については、過去の実績から 1事業所につき 4回程度が妥当である。 

 

 ⑷事業内容 

 ①経営指導員によるＰＤＣＡ支援（継続） 

    事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況等により、訪問回数

を増やして集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数を減らしても支障が

ない事業者を見極めた上でフォローアップ頻度を設定する。 

    特に計画策定後半年間は、事業者の進捗状況を重点的に確認し、支援要望について確認を行

う。進捗状況が思わしくない事業者に対しては原因を確認し、過密な事業スケジュール、当初

の想定と異なる状況が発生した場合には、事業計画を見直す。 

  

 ②各種支援施策及び制度の活用によるフォローアップ（継続） 

    経営指導員では課題解決が困難な場合や、計画の大幅な見直しが必要である場合には、状況

に応じて専門家派遣制度等の各種支援施策を活用したフォローアップを実施する。 

また資金面の支援が必要な場合は、各種補助金の活用、日本政策金融公庫の融資制度の斡

旋、民間金融機関への橋渡しによる資金調達を実施し、円滑な事業実施をサポートする。 

 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 ⑴現状と課題 

 （現状） 

これまでの経営発達支援計画では展示会・商談会出展を中心に、ＢtoＢの新市場開拓に向けた

事業内容・目標設定がなされていた。多くの展示会や商談会の商圏が全国を対象としたものであ

るのに対し、ＢtoＢ取引を行う支援先事業所の多くは、県内又は東海地区で事業拡大を検討する

事業者である。またＢtoＣを主体とする建設業・小売業・飲食サービス業においては、その需要

開拓支援の手法が発達支援計画において十分に示されていなかった。 

また管内事業者の経営者年齢は高齢化しており、ＩＴを活用した販路開拓のＤＸは十分に進ん

でいない。 



（課題） 

   需要開拓支援を行う対象事業者の裾野を広げ、幅広い事業者に対して販路開拓の機会を提供

する必要がある。そのためには事業者に最適な販路開拓手法を用い、これまでの支援経験を活か

した地道な販路開拓を支援することが課題である。 

   販路開拓のＤＸについては、後継者がいる事業所を中心にＩＴ担当者のレベルにあった方法

を提案し、ＩＴ化の底上げを地道に行う必要がある。 

    

 ⑵支援に対する考え方 

   今後は広域のＢtoＢ販路開拓にこだわらず、小規模事業者の事業領域（対象市場・商品や技術

の特性、取引形態）にあった需要開拓の手法を提案し、これに準じた目標を設定することで幅広

い事業者の売上利益拡大に貢献する。 

   なお、人的資源や財務基盤に乏しい小規模事業者がより広い商圏を見据え販路を拡大するた

めには販路開拓のＤＸが必要であり、ホームページ・ＥＣサイト・ＳＮＳの活用について専門家

や民間企業と連携して、継続的に支援を行い管内事業者のＩＴレベルの底上げを図る。 

 

①事業者に合った販路開拓手法の提案 

    製品・サービスに高い競合優位性があり、かつ資金・組織体制の基盤が整っている事業者に

は新規市場開拓に向けた展示会や物産展出展を支援する。一方で飲食店や小売店など小商圏を

対象とし、資金・組織体制に制約がある事業者には、ホームページ作成やＥＣサイト・ＳＮＳ

他の販促ツール作成など、低予算かつ自店で取り組める販路開拓手法を提案する。 

このように事業者に合った提案を行い、実行を支援することで成果を創出する。 

市場 取引 
フィールドセールス 

（外勤型営業） 

インサイドセールス 

（内勤型営業） 

新規 

市場 

BtoB 
・展示会出展 

・商談会 

・ホームページ作成・改善 

・マッチングサイト掲載 

BtoC 

・物産展 

・アンテナショップ出品 

・道の駅出品 

・ホームページ作成・改善 

・自社ＥＣサイト構築 

・モール型ＥＣサイト出品 

既存 

市場 

BtoB ・訪問営業 

・ホームページ作成・改善 

・ＤＭ、電話営業 

・プレスリリース 

BtoC ・地域イベント出店 

・ホームページ作成・改善 

・販促ツール作成 

（看板／広告／ＳＮＳ・予約サイト活用） 

・プレスリリース 

 

②重点支援事業者 

    当地域の主要産業である下記事業者に対しては、下記の目的・方法で重点的に支援を実施す

る。少数の下請けに依存する製造業については新規取引先の開拓を、町内マーケットの縮小に

苦慮する製造小売・小売・飲食サービス業については、観光客集客も見据えより広い商圏から

の顧客獲得、同商圏からの顧客増加を支援する。 

   業種 支援目的 支援手法 

製造業 
新市場開拓・取引開拓 

下請け依存からの脱却 

・展示会・商談会への出店 

・マッチングサイトの活用 

製造小売業 新市場開拓 

・物産展・地域イベントへの出店 

・ＥＣサイト構築 

・プレスリリース 



小売業 新規来店客数の増加 
・ホームページ作成 

・販促ツール作成 

飲食サービス業 新規来店客数の増加 
・ホームページ作成 

・販促ツール作成 

 

⑶目標 

 ①ＢtoＢ 

     単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

BtoB需要開拓支援件数 事業所 0 1 1 1 1 1 

内 

訳 

展示会・商談会・マッチ

ングサイト等への出展

斡旋 
事業所 0 1 1 1 1 1 

１事業者あたりの成約件数 件 0 1 1 1 1 1 

   

②ＢtoＣ 

     単位 現状 Ｒ４年 Ｒ５年 Ｒ６年 Ｒ７年 Ｒ８年 

BtoC需要開拓支援件数 事業所 4 7 7 7 7 7 

内 

 

訳 

物産展・ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ・道

の駅等への出店支援 
事業所 0 1 1 1 1 1 

ホームページ・ＥＣ等の

活用 
事業所 4 1 1 1 1 1 

SNSを含む販促ツールの

作成活用 
事業所 0 4 4 4 4 4 

プレスリリースの活用 事業所 0 1 1 1 1 1 

年間売上高 5％以上の増

加事業所数 
事業所 - 5 5 5 5 5 

 

 ⑷事業内容 

   

①ＢtoＢ需要開拓支援 

   i）展示会・商談会・マッチングサイト等への出展斡旋（継続） 

     事業者の市場開拓先に応じて適切な展示会・商談会・物産展を提案し、出展を斡旋する。

必要に応じて補助金を活用し出展を後押しする。 

     また展示会・商談会イベントへの斡旋だけでなく、国内最大級のＢtoＢデータベース「イ

プロス」などのマッチングサイトへの掲載なども提案し、取引拡大を行うために様々な機会

を提供する。  

   （展示会・商談会の例） 

イベント名 主催 時期 開催場所 対象業種 規模 

ギフトショー ㈱ビジネスガイド社 
9 月 

2 月 

東京ビッグ

サイト 

製造業、 

卸売業 

来場者 

7 万人 

ＩＦＦＴ 
メッセフランクフル

ト ジャパン（株） 
11 月 

東京ビッグ

サイト 

家具インテ

リア製造業 

来場者 

1.6 万人 

ＦＯＯＤＥＸ (一社)日本能率協会 3 月 幕張メッセ 食品製造業 
来場者 

2.5 万人 

買いまっせ売れ

筋商品発掘市 
大阪商工会議所 11 月 大阪府内 

製造業 

卸売業 

バイヤー 

50 社 



岐阜・滋賀・三重

「モノづくり商

談会 inGIFU」 

（公財）岐阜県産業経

済振興センター 
12 月 岐阜県内 製造業 

受注企業 

80 社 

「海外バイヤー

招へい商談会」 

（公財）岐阜県産業経

済振興センター 
7 月 岐阜県内 製造業 

バイヤー 

10 社 

岐阜県商社マッ

チング 

（公財）岐阜県産業経

済振興センター 
2 月 岐阜県内 製造業 

バイヤー 

10 社 

『 ぎ ふ ブ ラ ン

ド』大都市圏発

信プロジェクト 

十六銀行 

岐阜県商工会連合会 

通年で

複数回

開催 

岐阜県内 
製造業 

卸売業 

各回 

バ イ ヤ ー

１社 

 

②ＢtoＣ需要開拓支援 

   ⅰ）物産展・アンテナショップ・道の駅への出品（新規） 

     食品製造小売や小物製造小売事業者を対象に、新市場開拓を支援するため物産展への出店

やアンテナショップ等への出品を支援する。主に岐阜県や関ケ原町、全国商工会連合会が企

画・運営する物産展やアンテナショップ等への出品を後押しし、出品に向けた商談の際には

職員も同席するなど事業者とともに売り込みを行う。 

 

   （物産展の例） 

イベント名 主催 時期 開催場所 対象業種 規模 

ニッポン全国物産展 全国商工会連合会 11 月 
池袋サンシャ

インシティ 

食品製造

業 

来場者 

1.5 万人 

岐阜県観光物産展 
(一社)岐阜県観光

連盟 

6 月 

11 月 

12 月 

金山駅・セン

トレア空港 

食品製造

業 

来場者 

非公表 

 

   （アンテナショップ例）     

店舗名 場所 運営 対象者 規模 

むらからまちから館 
東京都千代田区

有楽町 

全国商工会

連合会 

食品製造業、土産

品製造業、卸売業 

商品数 
1200 点 

THE GIFT SHOP 
岐阜駅アクティ

ブＧ内 
岐阜県 

食品製造業、土産

品製造業、卸売業 

商品数 

320点 

岐阜関ケ原古戦場記

念館 
関ケ原町 岐阜県 

食品製造業、土産

品製造業、卸売業 

商品数 

非公表 

駅前観光交流館 関ケ原町 関ケ原町 
食品製造業、土産

品製造業、卸売業 

商品数 

非公表 

 

ⅱ）ホームページ作成・ＥＣサイト構築（継続・拡充） 

     販路開拓を目指す事業者全般を対象にホームページ作成を、インサイドセールスによる

新市場開拓を目指す事業者を対象にＥＣサイト構築を支援する。 

支援においては、ITコーディネーター等の専門家や、(公財）ソフトピアジャパンのネッ

トショップ総合支援センターと連携しながら、支援事業所における製品・商品の特性に合わ

せた最適な販売チャネルを提案し、サイト構築から運用までをサポートする。 

特にＥＣサイトにおいては、自社ＥＣだけではなく、楽天市場や yahooショッピング等へ

のＥＣモール出店、Amazonやモノタロウなどの他社 ECサイトへの出品、ふるさと納税サイ

トやクラウドファンディングの活用、海外展開を見据えた越境ＥＣなど幅広い選択肢を提案

できる体制を整える。 

      



ⅲ）ＳＮＳ販促ツールの作成活用（新規） 

     飲食業、サービス業など自店を中心に既存市場で新規顧客の獲得を目指す事業者を対象

に、看板作成やチラシ作成・広告掲載に対し、プロモーション戦略の立案からキャッチコピ

ーやレイアウトに至るまで、中小企業診断士やデザイナーを活用することによりプロモーシ

ョン効果を高める支援を実施する。 

     また顧客の行動特性に応じてＳＮＳや予約サイトの活用を促し、ターゲットに合ったプ

ロモーション手法を提案することで新規顧客の獲得を支援する。 

 

ⅳ）プレスリリース（新規） 

     新製品や新サービスの企画・開発を行った事業者を対象に、プレスリリースの活用支援を

実施する。 

岐阜新聞や中日新聞など関ケ原町の担当記者と連絡を密にし、事業者の新商品開発・新サ

ービス開発のタイミングで取材依頼を行う。またその他新聞各社やテレビ局等に対しては、

事業者にプレスリリースのノウハウを伝え記事作成をアドバイスすることで、メディアの積

極活用を促し新規顧客の開拓を支援する。 

 

 

 

 ９．事業の評価及び見直しをするための仕組み 

⑴現状と課題 

（現状） 

現在の経営発達支援計画評価委員会は、商工会役員と職員に税理士・中小企業診断士を交えた

構成となっている。 

（課題） 

事業内容に基づき客観的な評価を得ているものの、今後は評価委員会における活発な議論を行

い、評価を受けた見直しの方向性について具体的な議論を実施したい。 

そのためには継続的に指導助言を受けることができる外部有識者を交え、かつコンパクトな組

織体制の構築が必要であると考える。 

 

⑵事業内容 

  ①経営発達支援計画評価委員会の開催（継続・改善） 

目的 

経営発達支援計画が計画的に実施されているか確認すると共に、関

ケ原町商工会が支援機関として管内小規模事業者に対して効果的な

支援を実施できているか評価し、改善への提案を行う 

構成員 

・中小企業診断士等の専門家(外部有識者) 

・関ケ原町地域振興課長及び担当職員 

・商工会役員（正副会長） 

・事務局長 

・法定経営指導員 

評価時期 年度終了後 3 カ月以内 

評価結果公表時期 評価委員会終了後 1 カ月以内 

 

 

②経営発達支援計画の見直し及び改善（継続） 

評価委員会での評価結果を受けて改善の必要性が指摘された点や、日頃の計画実施にあた

って問題が発生した点について、見直し及び改善を行うことで小規模事業者に対してより効

果的な支援を実施できるようにしていく。計画の見直しを行った事項については、理事会及び

総代会の承認を受けた上で実施していくものとする。 



③評価結果の公表（継続） 

各年度の経営発達支援事業の評価については、理事会及び総代会で報告すると共に、報告書

を当商工会ホームページ上で公表し、地域の小規模事業者等が常に閲覧できる状態とする。 

 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

⑴現状と課題 

 （現状） 

経営発達支援計画に基づく伴走型支援の実施により、これまでより多くの事業者の経営課題

に触れる機会が増え、かつ継続支援の中で幅広い経営課題に対する対応力が身に付いたと感じ

ている。また経営分析～事業計画策定～フォローアップまでの一連の流れを理解し、事業者の意

思に寄り添った計画策定を行うことができている。  

（課題） 

現在の経営支援は職員個々が持つ知識・情報・支援スキルに委ねられており、事業者に対する

ヒアリングにより抽出できる経営課題の深さ、経営課題に対する課題解決策提案の質が職員ご

とに異なる。今後は現在行っている OJT の質を高めるとともに、off-JT の機会を増やし支援レ

ベルを向上させる必要がある。特に建設業や製造業の生産業務に関する知識、ＤＸ推進に必要な

デジタル化・ＩＴ化に関する知識に乏しいため、重点的に支援スキルの向上を図る必要がある。 

 

⑵事業内容 

  ①OJTによる支援スキルの向上（継続） 

    経験年数が長い職員の巡回・窓口支援・専門家派遣に同行し、ヒアリングによる経営課題の

抽出方法・経営課題に対する課題解決策の立案・課題解決策の提案までの一連の支援スキーム

を学ぶ。その他事業計画策定に対する事業者の意欲を高める手法を共有し、かつ様々な事例に

多く接することで対応できる経営課題の幅を広げる。 

   

  ②Off-JTによる知識の習得（継続） 

    外部研修を通じ日常業務では接することができない専門性の高い知識を習得し、対応でき

る経営課題の深さを広げ、かつ事業者に対する提案力を高める。特に後の小規模事業者支援に

求められるＤＸ（デジタル・IT・IoT・AI）、事業承継、BCPに対する知識を重点的に習得する

必要があり、下記外部検収において該当するカリキュラムの受講を積極的に行う。  

役職 Off-JTの対象とする外部研修例 

経営指導員 

・中小企業大学校主催 専門コース 

・岐阜県商工会連合会主催 指導員課題別研修会 

・他の支援機関主催研修 

・全国商工会連合会 WEB 研修 等 

業務職員 

・岐阜県商工会連合会主催 全職員対象課題別研修会 

・他の支援機関主催研修 

・全国商工会連合会 WEB 研修 等 

 

  ③職員間の定期ミーティングの開催（継続） 

    経営支援会議を月１回（年間１２回）開催する。各会議では各職員が担当する支援案件につ

いて情報共有を行い、支援事業者の問題点・課題・課題解決策・活用した支援施策について事

例を紹介しその支援プロセスの中で工夫した点を共有する。 

これにより職員に帰属しがちなノウハウを共有し職員全体の支援力を高めるとともに、支援

課題共有をきっかけに複数職員による連携支援のきっかけを作る。 

 



④データベース化（継続・改善） 

  基幹システムに支援記録を登録するとともに、支援先の売上・利益に関する情報を登録する

ことで、支援実績と支援成果の管理を的確に行う。また支援に使用した文書等の様々なデータ

を共有ファイルサーバー上に保管し、誰でも素早くアクセスできるように整理することで、職

員異動が発生した場合にも、支援先のフォローアップを中断することなく継続して実施でき

る体制を整備する。 



（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和３年９月現在） 

 

⑴実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支

援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員

の関与体制 等） 

 

関ケ原町商工会 

  
 

…経営発達支援計画実施を主な役割とする  

      …経営発達支援計画におけるサポートを主な役割とする     

         

 

⑵商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導

員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

  ●氏 名：野原 淳平 

  ●連絡先：関ケ原町商工会 

       （住所）〒503-1501 

       （電話）0584-43-0270 

       （ＦＡＸ）0584-43-1591 

       （MAIL）j-nohara@ml.gifushoko.or.jp  

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

   法定経営指導員は、経営発達支援事業の実施、実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた事 

業の進捗管理、事業の評価及び見直しをする際に必要な情報の提供等を行う。 

 

【具体的な関わり】 

・各職員が関与する経営発達支援事業の内容について、毎月実施内容をチェックし、事業におけ

る改善点の指導及び助言を対面によって行う。事業内容のチェックについては、基幹システ

ムの経営カルテの確認、及び職員からのヒアリングにて行う。 

・事業の進捗管理については３か月ごとに実施し、目標達成の見込み、確認などを行う。目標 

に対して進捗状況が悪い場合は、事業の進め方などを経営指導員に助言する。 

・毎年実施する評価委員会にて事業評価及び見直しを行う際、他商工会の支援手法などの情報

提供を行う。 

事務局長

記帳職員

１名

法定経営指導員

１名

経営支援員

２名

 

 

関ケ原町 

地域振興課 



 

⑶商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

関ケ原町商工会    （住所）〒503-1501 岐阜県不破郡関ケ原町大字関ケ原 2682-2 

    （電話）0584-43-0270 

    （F A X）0584-43-1591 

    （MAIL）sekigahara@ml.gifushoko.or.jp 

  （U R L）https://www.gifushoko.or.jp/sekigahara/ 

 

②関係市町村 

関ケ原町 地域振興課 （住所）〒503-1592 岐阜県不破郡関ケ原町大字関ケ原 894-58 

             （電話）0584-43-1112 

                       （ＦＡＸ）0584-43-2120 

                       （MAIL）chiikishinko@town.sekigahara.gifu.jp 

                       （U R L）http://www.town.sekigahara.gifu.jp 

 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

必要な資金の額 1,450 1,450 1,450 1,450 1,450 

 ①需要動向調査費 100 100 100 100 100 

 ②需要開拓支援費 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 ③専門家派遣費 300 300 300 300 300 

 ④評価委員会開催費 50 50 50 50 50 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

①需要動向調査費 

 事業者の需要動向調査に必要な調査票作成・印刷費を計上。資金は商工会自己財源より調達。 

②需要開拓支援費 

事業計画策定支援事業者のうち、販路開拓効果が特に見込まれる取り組み内容に対し需要開拓

に係る経費を支援する。需要開拓資金は商工会自己財源より調達するほか、伴走型小規模事業者

支援事業補助金の活用により自己財源を補う。 

③専門家派遣費 

経営分析・事業計画策定・需要開拓支援に必要な専門家謝金・旅費を計上。資金は岐阜県商工

会連合会の“経営・技術強化支援事業”で補う。 

④評価委員会開催費 

  年１回の評価委員会開催にあたり、外部有識者である中小企業診断士への謝金・旅費、資料印

刷費を計上。資金は自己資金より調達する。 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 



（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


